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１．18年10月期の業績（平成17年11月１日～平成18年10月31日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年10月期 11,409 (9.4) 1,036 (108.3) 1,070 (112.5)

17年10月期 10,428 (△2.4) 497 (△40.8) 503 (△41.8)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年10月期 577 (133.1) 78 84 － － 5.4 7.4 9.4

17年10月期 247 (△47.3) 31 89 － － 2.4 3.6 4.8

（注）①期中平均株式数 18年10月期 7,324,200株 17年10月期 7,324,200株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年10月期 15,064 10,877 72.2 1,485 10

17年10月期 13,906 10,421 74.9 1,421 01

（注）１．期末発行済株式数 18年10月期 7,324,200株 17年10月期 7,324,200株

２．期末自己株式数 18年10月期 600株 17年10月期 600株

２．19年10月期の業績予想（平成18年11月１日～平成19年10月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 5,750 575 320

通期 12,100 1,390 790

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　107円86銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向
（％）

純資産配当
率（％）第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

17年10月期 － － － 14.0 － 14.0 102 43.9 1.0

18年10月期 － － － 16.0 － 16.0 117 20.3 1.1

19年10月期（予想） － － － 16.0 － 16.0    

 

※　上記の予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、

今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成17年10月31日）

当事業年度
（平成18年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 3,636,606 3,972,879

２．受取手形 ※１ 992,350 1,078,001

３．売掛金 ※１ 2,315,401 2,485,411

４．有価証券 200,389 240,160

５．製品 650,066 748,445

６．半製品 56,405 71,700

７．原材料 278,051 271,548

８．仕掛品 94,063 89,140

９．貯蔵品 11,446 13,264

10．関係会社短期貸付金 50,000 110,000

11．信託受益権 99,958 299,968

12．繰延税金資産 89,941 123,821

13．その他 40,348 35,706

貸倒引当金 △3,358 △4,178

流動資産合計 8,511,673 61.2 9,535,870 63.3

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産

(1）建物 3,253,210 3,262,060

減価償却累計額 2,040,000 1,213,209 2,133,062 1,128,998

(2）構築物 503,467 503,407

減価償却累計額 394,561 108,905 408,618 94,789

(3）機械及び装置 6,773,977 6,799,367

減価償却累計額 5,737,532 1,036,444 5,877,748 921,618

(4）車両運搬具 247,483 244,632

減価償却累計額 206,952 40,530 206,851 37,780

(5）工具器具及び備品 843,365 848,292

減価償却累計額 662,176 181,188 702,023 146,268

(6）土地 1,538,822 1,538,822

(7）建設仮勘定 11,470 238,260

有形固定資産合計 4,130,570 29.7 4,106,537 27.2
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前事業年度
（平成17年10月31日）

当事業年度
（平成18年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２．無形固定資産

(1）借地権 7,222 7,222

(2）特許実施権 65,000 50,000

(3）ソフトウェア 139,983 97,398

(4）その他 7,518 7,217

無形固定資産合計 219,724 1.6 161,838 1.1

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 567,553 654,676

(2）関係会社出資金 381,128 381,128

(3）関係会社長期貸付金 － 129,470

(4）破産更生債権等 125 2,346

(5）長期前払費用 1,110 660

(6）繰延税金資産 26,610 20,497

(7）その他 68,213 74,350

貸倒引当金 △125 △2,484

投資その他の資産合計 1,044,616 7.5 1,260,645 8.4

固定資産合計 5,394,912 38.8 5,529,021 36.7

資産合計 13,906,585 100.0 15,064,891 100.0

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形 120,366 93,822

２．買掛金 2,152,434 2,293,131

３．未払金 335,627 522,943

４．未払費用 84,769 81,625

５．未払法人税等 14,140 397,285

６．預り金 189,698 143,678

７．賞与引当金 189,919 202,649

８．役員賞与引当金 － 21,500

９．設備支払手形 4,343 13,577

10．その他 487 80

流動負債合計 3,091,787 22.3 3,770,295 25.0

Ⅱ　固定負債

１．退職給付引当金 163,662 130,250

２．役員退職慰労引当金 142,195 155,354

３．長期預り保証金 87,026 131,856

固定負債合計 392,883 2.8 417,460 2.8

負債合計 3,484,671 25.1 4,187,755 27.8
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前事業年度
（平成17年10月31日）

当事業年度
（平成18年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）

Ⅰ　資本金 ※２ 1,626,340 11.7 － －

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 2,288,760 －

資本剰余金合計 2,288,760 16.4 － －

Ⅲ　利益剰余金

１．利益準備金 168,600 －

２．任意積立金

(1）配当積立金 70,000 －

(2）買換資産圧縮積立金 62,034 －

(3）別途積立金 5,838,000 －

３．当期未処分利益 277,605 －

利益剰余金合計 6,416,239 46.1 － －

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 ※４ 92,974 0.7 － －

Ⅴ　自己株式 ※３ △2,400 △0.0 － －

資本合計 10,421,914 74.9 － －

負債・資本合計 13,906,585 100.0 － －
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前事業年度
（平成17年10月31日）

当事業年度
（平成18年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本       

１．資本金   － －  1,626,340 10.8

２．資本剰余金       

(1）資本準備金 －   2,288,760   

資本剰余金合計  － －  2,288,760 15.2

３．利益剰余金       

(1）利益準備金 －   168,600   

(2）その他利益剰余金       

配当積立金 －   70,000   

買換資産圧縮積立金 －   62,034   

別途積立金 －   5,978,000   

繰越利益剰余金 －   598,350   

利益剰余金合計  － －  6,876,984 45.6

４．自己株式   － －  △2,400 △0.0

株主資本合計  － －  10,789,684 71.6

Ⅱ　評価・換算差額等       

１．その他有価証券評価差額
金

 － －  87,451 0.6

評価・換算差額等合計  － －  87,451 0.6

純資産合計  － －  10,877,136 72.2

負債純資産合計 － － 15,064,891 100.0
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１ 10,428,061 100.0 11,409,411 100.0

Ⅱ　売上原価

１．製品期首たな卸高 665,608 650,066

２．当期製品仕入高 953,095 808,436

３．当期製品製造原価 ※２ 7,221,164 7,895,204

合計 8,839,869 9,353,707

４．製品他勘定振替高 43,903 61,307

５．製品期末たな卸高 650,066 8,145,899 78.1 748,445 8,543,955 74.9

売上総利益 2,282,162 21.9 2,865,456 25.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２

１．荷造運賃及び販売諸掛 296,400 303,304

２．役員報酬 88,800 90,120

３．給料手当 583,718 575,708

４．賞与引当金繰入額 84,776 88,653

５．役員賞与引当金繰入額 － 21,500

６．退職給付費用 32,185 22,971

７．役員退職慰労引当金繰入
額

12,810 13,653

８．福利厚生費 100,298 103,020

９．通信交通費 115,256 112,153

10．減価償却費 120,784 122,239

11．賃借料 37,111 31,376

12．貸倒引当金繰入額 － 3,178

13．その他 312,209 1,784,351 17.1 340,615 1,828,494 16.0

営業利益 497,810 4.8 1,036,962 9.1

Ⅳ　営業外収益 ※３

１．受取利息 107 3,636

２．有価証券利息 1,149 1,634

３．受取配当金 6,381 14,095

４．受取地代家賃 10,871 9,791

５．為替差益 75 1,530

６．受取保険金 1,286 －

７．受取補償金 － 9,983

８．雑収入 14,824 34,697 0.3 15,262 55,934 0.5
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前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 48 352

２．売上割引 28,511 21,353

３．雑損失 6 28,566 0.3 258 21,963 0.2

経常利益 503,942 4.8 1,070,932 9.4

Ⅵ　特別利益

１．貸倒引当金戻入益 211 －

２．固定資産売却益 ※４ 184 395 0.0 732 732 0.0

Ⅶ　特別損失

１．固定資産処分損 ※５ 10,603 16,704

２．退職給付費用 － 15,928

３．社葬費用 16,420 27,023 0.2 － 32,633 0.3

税引前当期純利益 477,314 4.6 1,039,032 9.1

法人税、住民税及び事業
税

203,270 480,427

法人税等調整額 26,299 229,570 2.2 △18,828 461,599 4.0

当期純利益 247,743 2.4 577,433 5.1

前期繰越利益 29,861 －

当期未処分利益 277,605 －
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製造原価明細書

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 4,962,953 68.3 5,598,031 70.8

Ⅱ　労務費 ※２ 1,004,142 13.8 1,032,921 13.1

Ⅲ　経費 ※３ 1,301,817 17.9 1,275,689 16.1

当期総製造費用 7,268,914 100.0 7,906,642 100.0

期首半製品たな卸高 56,065 56,405

期首仕掛品たな卸高 51,009 94,063

合計 7,375,989 8,057,111

期末半製品たな卸高 56,405 71,700

半製品他勘定振替高 4,355 1,066

期末仕掛品たな卸高 94,063 89,140

当期製品製造原価 7,221,164 7,895,204

　（注）１．当社が採用している原価計算の方法は、実際総合原価計算であります。

※２．労務費のうちに含まれている賞与引当金繰入額及び退職給付費用は次のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

賞与引当金繰入額 105,142千円 113,996 千円

退職給付費用 43,795千円 32,056 千円

※３．経費のうち主なものは次のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

外注加工費 129,304千円  125,420 千円

減価償却費 441,015千円 371,463 千円

消耗品費 162,391千円 173,599 千円

動力費 91,592千円 94,372 千円

作業運搬費 81,919千円 74,002 千円
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(3）利益処分計算書

前事業年度
株主総会承認日

（平成18年１月26日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 277,605

Ⅱ　利益処分額

１．配当金 102,538

２．役員賞与金 14,150

（うち監査役賞与金） (2,150)

３．任意積立金

別途積立金 140,000 256,688

Ⅲ　次期繰越利益 20,916
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(4）株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

当事業年度（自　平成17年11月１日　至　平成18年10月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
利益準備
金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計

配当積立
金

買換資産
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成17年10月31日　
残高
（千円）

1,626,340 2,288,760 168,600 70,000 62,034 5,838,000 277,605 6,416,239 △2,400 10,328,939

事業年度中の変動額

別途積立金の積立
（注）

     140,000 △140,000 －  －

剰余金の配当（注）       △102,538 △102,538  △102,538

役員賞与（注）       △14,150 △14,150  △14,150

当期純利益       577,433 577,433  577,433

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額）

          

事業年度中の変動額合
計
（千円）

     140,000 320,744 460,744  460,744

平成18年10月31日　
残高
（千円）

1,626,340 2,288,760 168,600 70,000 62,034 5,978,000 598,350 6,876,984 △2,400 10,789,684

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価
差額金

平成17年10月31日　
残高
（千円）

92,974 10,421,914

事業年度中の変動額

別途積立金の積立
（注）

 －

剰余金の配当（注）  △102,538

役員賞与（注）  △14,150

当期純利益  577,433

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額）

△5,522 △5,522

事業年度中の変動額合
計
（千円）

△5,522 455,221

平成18年10月31日　
残高
（千円）

87,451 10,877,136

（注）平成18年１月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

(1）満期保有目的の債券

同左

(2）子会社株式・出資金

　移動平均法による原価法

(2）子会社株式・出資金

同左

(3）その他有価証券

時価のあるもの

　決算末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

(3）その他有価証券

時価のあるもの

　決算末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品・半製品・原材料・仕掛品

　主として移動平均法による原価法

製品・半製品・原材料・仕掛品

同左

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　建物　　　　　３～50年

　機械及び装置　３～17年

(1）有形固定資産

同左

 

 

 

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。

(2）賞与引当金

同左

(3）　　　　────── (3）役員賞与引当金

　役員の賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。 
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項目
前事業年度

（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定率

法により按分した額をそれぞれ発生の翌

期から費用処理しております。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

　過去勤務債務はその発生時に一括費用

処理しております。

　数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定率

法により按分した額をそれぞれ発生の翌

期から費用処理しております。

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に充てるため、

内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

(5）役員退職慰労引当金

同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号　平成15年10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。

────── （役員賞与に関する会計基準） 

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しておりま

す。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、

それぞれ21,500千円減少しております。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12

月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は10,877,136

千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。
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表示方法の変更

前会計年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当会計年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

────── （損益計算書）

　前事業年度まで区分掲記しておりました「受取保険金」

（当事業年度は179千円）は、当事業年度において金額的

重要性が乏しくなったため「営業外収益」の「雑収入」に

含めて表示することにしました。

　「受取補償金」は前事業年度まで「雑収入」に含めて表

示しておりましたが、営業外収益の総額の100分の10を超

えたため、区分掲記しました。

　なお、前事業年度における「受取補償金」の金額は1,627

千円であります。

追加情報

前事業年度
（自　平成16年11月１日

至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

（法人事業税の外形標準課税）

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年2月13日　企業会計基準委員会　実務対

応報告第12号）に基づき、法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。

　この結果、販売費及び一般管理費が16,155千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が16,155千円減

少しております。

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年10月31日）

当事業年度
（平成18年10月31日）

※１．関係会社に係るものの注記

　別掲したもの以外の科目に含まれている関係会社に

係るものは以下のとおりであります。

※１．関係会社に係るものの注記

　別掲したもの以外の科目に含まれている関係会社に

係るものは以下のとおりであります。

受取手形 14,656千円

売掛金 38,602千円

受取手形       6,826千円

売掛金       26,131千円

※２．授権株式数 普通株式 26,299,000株

発行済株式総数 普通株式 7,324,800株

 ──────

※３．自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式600株で

あります。

──────

※４．配当制限

　商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は92,974千円

であります。

──────

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年11月１日

至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

※１．売上高には、関係会社との取引に係るものが67,707

千円含まれております。

※１．売上高には、関係会社との取引に係るものが91,341

千円含まれております。

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

765,683千円

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

       835,977千円

※３．営業外収益には、関係会社との取引に係るものが以

下のとおり含まれております。

※３．営業外収益には、関係会社との取引に係るものが以

下のとおり含まれております。

受取地代家賃 7,512千円

その他 804千円

受取利息 3,260千円

受取地代家賃      8,687千円

その他 6,500千円

※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 184千円

※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具    732千円

※５．固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

建物 3,537千円

構築物 212千円

機械及び装置 3,604千円

車両運搬具 398千円

その他 2,850千円

建物      1,693千円

構築物    3千円

機械及び装置      12,499千円

車両運搬具    826千円

その他      1,681千円

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成17年11月１日　至　平成18年10月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

自己株式

普通株式 600 － － 600

合計 600 － － 600
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①　リース取引

　前事業年度（自平成16年11月１日　至平成17年10月31日）及び当事業年度（自平成17年11月１日　至平成18年

10月31日）における該当事項はありません。

②　有価証券

　前事業年度（自平成16年11月１日　至平成17年10月31日）及び当事業年度（自平成17年11月１日　至平成18年

10月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　税効果会計

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（単位：千円）

流動の部

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 75,777

未払事業税否認 2,684

未払費用否認 8,726

その他 2,752

繰延税金資産合計 89,941

固定の部

繰延税金資産

退職給付引当金否認 65,301

役員退職慰労引当金否認 56,735

ゴルフ会員権評価損否認 4,289

投資有価証券評価損否認 3,168

その他 25

繰延税金資産合計 129,519

繰延税金負債

買換資産圧縮積立金 41,183

その他有価証券評価差額金 61,725

繰延税金負債合計 102,909

繰延税金資産の純額 26,610

（単位：千円）

流動の部

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 80,857

未払事業税否認 30,758

未払費用否認 9,470

その他 2,734

繰延税金資産合計 123,821

固定の部

繰延税金資産

退職給付引当金否認 51,969

役員退職慰労引当金否認 61,986

ゴルフ会員権評価損否認 4,289

投資有価証券評価損否認 3,168

その他 512

繰延税金資産小計 121,926

評価性引当額 △7,457

繰延税金資産合計 114,468

繰延税金負債

買換資産圧縮積立金 41,183

その他有価証券評価差額金 52,786

繰延税金負債合計 93,970

繰延税金資産の純額 20,497

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）

法定実効税率 39.9

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
2.2

移転価格税制等により損金に算入

されない項目
2.4

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
△0.1

住民税均等割 2.1

税額控除の適用による減額 △1.0

修正申告納付額 4.5

その他 △1.9

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
48.1

（単位：％）

法定実効税率 39.9

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
1.8

移転価格税制等により損金に算入

されない項目
0.9

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
△0.1

住民税均等割 0.9

その他 1.0

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
44.4
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

１株当たり純資産額 1,421円01銭      1,485円10銭

１株当たり当期純利益 31円89銭   78円84銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
（自　平成16年11月１日

至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

当期純利益（千円） 247,743 577,433

普通株主に帰属しない金額（千円） 14,150 －

（うち利益処分による役員賞与金） (14,150) ( －)

普通株式に係る当期純利益（千円） 233,593 577,433

期中平均株式数（株） 7,324,200 7,324,200
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７．役員の異動
（１）代表者の異動

　該当事項はありません。

（２）その他の役員の異動

 ①新任取締役候補

取締役　　國立　秋夫（現　耐涂可涂料化工（青島）有限公司副董事長兼副総経理）

取締役　　三宅　敏勝（現　塗料事業部副塗料事業部長） 

②新任監査役候補

（常勤）監査役　　瀧　政雄（現　塗料事業部無機建材用塗料チーム部長）

③退任予定監査役

（常勤）監査役　　鶴田　和男

④昇格予定取締役

 取締役副社長　　粕谷　健次（現　専務取締役）

（３）就任予定日

　平成19年１月30日

－ 46 －


